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概 要

本稿は，2020年に実施した選考のオンライン化に伴う学生の企業選択に関する意識調査のう
ち，大学生の企業選択の際に重視する項目を選択型実験で明らかにした．企業選択において重
視する属性に「勤務地」，「企業規模」，「選考の過程」，「給与」を設定し，コンジョイント分析
によって属性間の選好の大きさを推定した．このうち，「選考の過程」の水準にはオンライン
選考に関する水準を含め，学生のオンライン選考についての重視度を推定した．さらに性別，
学年による差に注目し，属性間の選好にどのような違いがあるかを検討した．その結果，学生
は勤務地を最も重視し，男性と比較すると女性は自宅から通える勤務地を重視する傾向が強い
ことを明らかにした．また，選考の過程についても，男性よりも女性の方がオンラインによる
選考を好むことを明らかにした．

キーワード：コンジョイント分析，就業観，地元志向

1．は じ め に

文部科学省と厚生労働省が共同で実施してい
る「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」に
よれば，2020年10月1日時点の大学生の就職
内定率（2021年3月卒業予定者）は69．8％と
なり，前年のそれを7．0ポイント下回る結果で
あった．1）また，12月1日時点の内定率は82．2％
となり，前年同月時点の87．1％から4．9ポイ
ント下回る結果であった．
大学生の就職内定率を男女別にみると，12月

1日時点の男性の内定率は80．4％であり，前年
同月の85．8％から5．4ポイント低下，女性の内

定率は84．3％となり，前年同月の88．6％から
4．3ポイント低下する結果であった．
同調査によれば，最近の大学生の就職内定率

は，2011年4月1日時点（2011年3月卒業予
定者）の91．0％から増加傾向にあり，2020年
4月1日時点（2020年3月卒業予定者）では
98．0％に達したが，2020年の新型コロナウイ
ルスの感染拡大の影響から2021年3月卒業予
定者の就職内定率は減少すると予想されてい
る．
一方，2020年の経済環境は，新型コロナウ

イルスの影響により4－6月期の実質 GDPの
成長率は－7．9％，年率換算で－28．1％であっ
た．2）その後，7－9月期の成長率（2次速報値）
は5．3％（年率換算22．9％），10－12月期の成＊愛媛大学 社会共創学部 教授

Faculty of Collaborative Regional Innovation, Ehime
University, Professor
1）大学等卒業予定者の就職内定状況調査は，大学，
短期大学，高等専門学校及び専修学校卒業予定者の
就職内定の状況を把握するため，1996年（平成8年）
から実施している調査である．

2）実質 GDPの成長率（季節調整済前期比）の値であ
る．なお，1次速報値は－7．8％，年率換算で－27．8％
である．詳細については内閣府のホームページ https :
//www.esri.cao.go.jp/jp/sna/menu.htmlを参照せよ．

〈論文〉

―21―



長率（1次速報値）は3．0％（年率換算12．7％）
と2四半期連続でプラス成長となったが，2020
年の実質 GDPの成長率は，前年から4．8％減
少し，11年ぶりのマイナス成長となった．と
りわけ，民間最終消費支出の寄与度が－3．2％，
民間設備投資の寄与度が－1．0％と，国内需要
の停滞が目立つ結果となった．3）

コロナ禍の社会・経済環境の下で，大学生の
就職環境も変化した．新型コロナウイルスの感
染拡大による合同説明会の中止や選考の延期，
また，選考方法のオンライン化など，大学生は
従来とは異なる就職活動を経験した．
このような状況の下，オンライン化に伴う学

生の企業選択に関する意識調査を実施した．本
稿は，大学生の企業選択の際に重視する項目を
選択型実験で明らかにした．企業選択において
重視する属性に「勤務地」，「企業規模」，「選考
の過程」，「給与」を設定し，コンジョイント分
析によって属性間の選好の大きさを測った．「選
考の過程」の中には従来の対面形式の選考に，
オンライン選考を含め，オンライン選考に対す
る選好を推定した．また，これらの属性につい
て，性別による差，さらに学年による差に注目
し，属性間の選好にどのような違いがあるかを
検討した．

2．調査内容および調査結果

2．1 調査内容
本稿の調査内容は，2020年11月1日～12月

11日に実施した「オンライン化による学生と
企業の意識・行動のギャップに関する調査」の
中から，大学生を対象に行った企業選択の際に
重視する項目について分析した結果である．調
査は愛媛大学社会共創学部生および法文学部生
に実施し，合わせて212名からの回答が得られ
た．調査は Google formを用いて実施した．回
答者の詳細は表1のとおりである．
企業選択の質問については，回答者に異なる

条件の企業 Aと企業 Bを提示し，コロナ禍で
の就職活動においてどちらの企業で働きたいか
を選択してもらう選択型の実験を行った．回答
者に提示する条件は「勤務地」，「企業規模」，「選
考の過程」，「給与」の4属性に設定した．各属
性の水準については，以下の表2の通り設定し
た．4）

「勤務地」については，回答者の勤務先が「自
宅から通える」，自宅からは通えないが自身の
「出身県内」，「県外」の3水準とし，勤務先が
県外から自宅から通える場所，もしくは出身県

3）外需の寄与度は－1．0％である．

4）コンジョイント分析の詳細についてはMcFadden
D.（1974），Revelt, D. and K. Train（1998），Train E.
（2009），栗山・庄子（2005）等を参照せよ．

人数 割合（％）

学年 1回生
2回生
3回生

4回生以上

55
96
31
30

25．9
45．3
14．6
14．2

性別 男性
女性

92
120

43．4
56．6

居住 愛媛県内
愛媛県外

127
85

59．9
40．1

計 212 100．0

属 性 水準1 水準2 水準3 水準4

勤務地
企業規模
選考の過程
給与

自宅から通える
大企業

全てオンライン
19万円

出身県内
中堅企業

説明会のみオンライン
21万円

県外
中小企業

最終面接のみ対面
23万円

－
－

全て対面
－

表1 記述統計量

表2 属性と水準
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内に変化したときの効用の変化分（限界効用）
を推定した．「企業規模」については「大企業」，
「中堅企業」，「中小企業」の3水準とし，中堅
企業から大企業，もしくは中小企業に変化した
ときの限界効用を推定した．「選考の過程」は，
就職活動の際の選考が，「全てオンライン選考」
で実施される，「説明会のみオンラインで開催」
され残りの選考は対面で実施される，「最終面
接のみ対面で実施」されその他の選考はオンラ
インで実施される，「全て対面」で実施される
の4水準とし，選考が全て対面で実施される状
態から全てオンライン選考に変更した場合，も
しくは選考の一部がオンラインで実施される状
況（説明会のみオンラインで開催，最終面接の
み対面）に変更した場合の限界効用を推定した．
「給与」は入社時の月収であり「19万円」，「21
万円」，「23万円」の3水準とし，給与の水準
が1単位（1万円）変化した場合の限界効用を
推定した．
このような3水準から成る3つの属性（勤務

地，企業規模，給与）と，4水準から成る1つ
の属性（選考の過程）について，主効果直交デ
ザインを用いて選択プロファイルを16個作成
した．この16個の選択プロファイルから，ラ
ンダムに2つの選択プロファイルを組み合わ

せ，これに「どちらも選択しない」という選択
肢を加え，「企業 A（選択プロファイル A）」，「企
業 B（選択プロファイル B）」，「どちらも選択
しない」の中から最も好ましい選択肢を選んで
もらった．5）また，回答者1人あたり，16個の
選択プロファイルの組み合わせから，条件の異
なる質問を8つ回答してもらった．6）表3に質問
項目の例を示す．
本稿の分析では選択肢特有定数項（Alternative

Specific Constant : ASC）を導入し，「どちらも
選択しない」に ASC3という定数項を割り当て
て分析を行った．すなわち，ASC3が正でかつ
有意に推定された場合，設定した条件で企業を
選択することに否定的であると考えられ，逆に，
ASC3が負でかつ有意に推定された場合，設定
した条件で企業を選択することに対して肯定的
であると判断する．分析ソフトは NLogit5．0を
使用した．分析にあたって，まずすべての属性
変数が変動パラメータ（ランダムパラメータ）
であると仮定して計算し，分析結果の標準偏差
パラメータが有意でないものを固定パラメータ
（ノンランダムパラメータ）として再計算した．

2．2 調査結果および考察
分析結果を以下の表4に示す．

5）本稿で設定した属性以外の条件については，すべ
て一定であると仮定している．
6）表2のとおり4つの属性について，各属性の水準
を組み合わせると，可能な選択プロファイルの数は
108通りであるが，主効果直交デザインを用いること
で，この108通りの選択プロファイルの中から属性
の相関を削除でき，多重共線性の問題を回避した16
通りの選択プロファイルが作成される．

企業 A 企業 B －

勤務地
企業規模
選考の過程
給与

出身県内
大企業
全て対面
21万円

自宅から通える
中堅企業

説明会のみオンライン
23万円

どちらも選択しない

回答欄

表3 アンケートの質問項目の例
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各属性および水準の限界効用である係数
（Coefficient）の値に注目すると，まず，ASC
の値は4．302でかつ有意に推定されている．こ
のことから，回答者は本稿で設定した属性のみ
で企業選択を行うことには否定的に捉えてい
る．ASCが正かつ有意に推定された点につい
ては後述するが，本稿で設定した属性のみなら
ず，それ以外の要因でも企業選択が行われる可
能性を示唆している．
本稿で設定した属性間の選好については，「勤

務地」が最も高い結果となった．勤務地が県外
の状態をゼロとしたとき，県外から自宅から通
える勤務地に変化したときの効用の増分は
2．232，出身県内も勤務地が変化したときの効
用の増分は1．437という結果となった．「企業
規模」については，中堅企業をゼロとしたとき，
中堅企業から中小企業に変化したときの限界効
用は0．902，大企業に変化したときの限界効用

は0．599となり，いずれも有意な結果となった．
「選考の過程」については，全て対面で選考が
行われる状態をゼロとしたとき，全てオンライ
ン選考に変化したときの効用は0．630増加し，
説明会のみオンラインに変化したとき，効用は
0．380増加する結果となった．「給与」につい
ては，月収が1万円増加した場合の効用は
0．459増加する結果となった．
また，表4における太字は固定パラメータと

して推定された値であり，その水準に関して回
答者間の選好の多様性が小さく，同質な考え方
をしている項目と考えられる．勤務地が「出身
県内」，企業規模については「中小企業」，「説
明会のみオンライン」は固定パラメータとして
有意に推定され，これらの水準に関して，回答
者間で選好のばらつきが小さい結果となった．
一方，「自宅から通える」勤務地，「大企業」，「全
てオンライン」による選考，「給与」について

Random-Nonrandom parameters in utility functions MWTP
（万円）Variable Coefficient S. E. t-value P-value

ASC3** 4．302 1．070 4．020 0．000
勤務地（県外＝0）
自宅から通える** 2．232 0．232 9．600 0．000 4．86
県内** 1．437 0．187 7．680 0．000 3．13

企業規模（中堅企業＝0）
中小企業** 0．902 0．290 3．110 0．002 1．96
大企業** 0．599 0．150 3．990 0．000 1．30

選考の過程（すべて対面＝0）
説明会のみオンライン** 0．380 0．128 2．960 0．003 0．83
最終面接のみ対面 0．348 0．182 1．910 0．056 －
全てオンライン** 0．630 0．203 3．100 0．002 1．37

給与（単位：万円）** 0．459 0．044 10．390 0．000

Derived standard deviations of parameter distributions CV

ASC3** 1．644 0．467 3．520 0．000
自宅から通える** 1．032 0．197 5．250 0．000 0．462
大企業** 0．987 0．134 7．370 0．000 1．648
全てオンライン** 1．560 0．214 7．290 0．000 2．474
給与** 0．238 0．037 6．450 0．000 0．518

No. of Obs． 1741
Log likelihood －1094．68

表4 分析結果

太字は固定パラメータ，**：p <0．01，*：p <0．05
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は変動パラメータとして推定され，回答者間で
選好のばらつきが大きい結果となった．これら
の水準の変動係数（CV）に注目すると，7）全て
オンラインの値が2．474と最も高く，選考の過
程が全てオンラインに変化したときの効用は増
加するが，その考え方の程度には個人間で偏り
があると考えられる．また，大企業に対する選
好についても変動係数は1．648であり，個人間
で多様な考え方があると考えられる．一方，自
宅から通える，給与についてもその選好に偏り
があるが，選考が全てオンラインの状態や大企
業と比較すると偏りは小さい結果となった．
表4のMWTPは限界支払意思額を表してお

り，8）推定結果から自宅から通えるに対する金銭
評価が4．86万円，出身県内が3．13万円，中小
企業が1．96万円，大企業が1．30万円，説明会
のみオンラインが0．83万円，全てオンライン
が1．37万円という結果となった．

2．2．1 性別による意識差
上述の分析結果に対して，男性に1，それ以

外に0を割り当てた変数を「男性ダミー変数」
として設定し，9）性別によって属性間の選好に差
異があるかどうかを推定した．表5は分析結果
である．
勤務地については性別による差がみられ，自

宅から通える，出身県内ともに女性の方が強く
選好する結果となった．自宅から通える勤務地

に対して，女性の限界効用が2．807であるのに
対して，男性は女性よりも1．281小さい1．526，
出身県内の限界効用は，女性が1．693に対して，
男性は0．622小さい1．071となった．
企業規模に関しては，男性ダミーの値はいず

れも有意ではなく，中小企業，大企業とも性別
による差異はみられなかった．選考の過程につ
いては，性別による差がみられ，女性の方がオ
ンラインによる選考に対して効用が高い結果と
なった．具体的に，「説明会のみオンライン」
の，女性の限界効用は0．729であるのに対し
て，男性は0．684小さい0．045，「選考が全て
オンライン」に対する限界効用は，女性が1．049
であるのに対して，男性は0．878小さい0．171
となった．「給与」については男性ダミーの係
数は有意ではなく，性別による差異はみられな
かった．
太字の値は固定パラメータとして推定された

結果であり，有意に推定された水準は，勤務地
では「出身県内」，「出身県内×男性ダミー」，
企業規模では「中小企業」，選考の過程では「説
明会のみオンライン」，「説明会のみオンライン
×男性ダミー」，「最終面接のみ対面」，「全てオ
ンライン×男性ダミー」の7項目となった．す
なわち，これらの項目については個人の考え方
に偏りがないと考えられる．一方，それ以外の
項目については，個人間で選好の多様性がある
ことが明らかとなった．変動係数に注目すると
大企業については最も多様な考えがあり，全て
オンラインによる選考についても考え方の偏り
が大きい結果となった．

2．2．2 学年による意識差
次に，4回生に1，それ以外に0を割り当て

る「4回生ダミー変数」を設定し，学年による
差異，とりわけ就職活動を経験した4回生とそ
れ以外の学生にどのような差異がみられるかを
分析した．表6はその分析結果である．なお表
6についても固定パラメータとして推定された
値を太字で表している．

7）多様性を示す値である Derived standard deviations of
parameter distributionsを，その水準の限界効用で割っ
て基準化した値である．
8）推定結果の係数である限界効用の比は限界代替率
を表すが，各限界効用と給与の限界効用の比は限界
支払意思額を表す．この値は，ある属性のある水準
を1単位あきらめるとき，給与が何単位必要かを表
すことから，その属性（水準）の金銭評価が可能と
なる．
9）各属性のダミー変数は，その属性の追加的な効用
の増分を表している．男性ダミー変数の係数の値が
正かつ有意であれば，男性はその属性について追加
的に効用が増加し，負かつ有意であれば，追加的な
効用は減少する．係数の値が有意でなければ，性別
による差異があるとはいえないと判断する．
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推定の結果，4回生とそれ以外の学生につい
ては，勤務地，企業規模，および給与の属性に
ついて有意な差はみられなかった．選考の過程
についても説明会のみオンライン，全てオンラ
インの水準に有意差はなかったが，最終面接の
み対面については4回生の限界効用は追加的に
0．973増加する結果となった．

2．2．3 考察
推定結果から，本稿で設定した属性の中では，

勤務地が強く選好される結果となり，とりわけ
女性の方が限界効用の値が高い結果となった．
特に，自宅から通える勤務地に対して強く選好
しており，女性の地元志向の強さを示す結果と
なった．男性についても県内，もしくは自宅か
ら通える勤務地に対して限界効用は増加する
が，中小企業に対する選好と同程度もしくはわ
ずかに高い結果であり，女性ほど地元志向の強
さはないことが明らかとなった．
筆者等が2010年に実施した同様の調査と比

Random‐Nonrandom parameters in utility functions
Variable Coefficient S. E. t-value P-value

ASC3** 4．259 1．049 4．060 0．000
勤務地（県外＝0）
自宅から通える** 2．807 0．303 9．270 0．000
自宅から通える×男性ダミー** －1．281 0．395 －3．240 0．001
県内** 1．693 0．240 7．060 0．000
県内×男性ダミー* －0．622 0．317 －1．960 0．050

企業規模（中堅企業＝0）
中小企業** 1．371 0．392 3．490 0．001
中小企業×男性ダミー －0．939 0．484 －1．940 0．052
大企業** 0．533 0．204 2．610 0．009
大企業×男性ダミー 0．143 0．275 0．520 0．603

選考の過程（すべて対面＝0）
説明会のみオンライン** 0．729 0．182 4．000 0．000
説明会のみオンライン×男性ダミー** －0．684 0．246 －2．790 0．005
最終面接のみ対面* 0．612 0．257 2．380 0．017
最終面接のみ対面×男性ダミー －0．503 0．371 －1．360 0．175
全てオンライン** 1．049 0．267 3．930 0．000
全てオンライン×男性ダミー* －0．878 0．364 －2．410 0．016

給与（単位：万円）** 0．459 0．046 9．970 0．000
給与×男性ダミー（単位：万円） －0．002 0．029 －0．050 0．957

Derived standard deviations of parameter distributions CV

ASC3** 2．912 0．498 5．850 0．000
自宅から通える** 0．892 0．211 4．220 0．000 0．318
大企業** 0．989 0．148 6．690 0．000 1．855
全てオンライン** 1．573 0．227 6．930 0．000 1．499
給与** 0．203 0．029 6．970 0．000 0．443
自宅から通える×男性ダミー** 0．830 0．311 2．670 0．008 －0．648
大企業×男性ダミー 0．391 0．298 1．310 0．190 －
全て×男性ダミー* 0．072 0．031 2．320 0．020 －

No. of Obs． 1741
Log likelihood －1075．22

表5 分析結果（男女差，男性＝1）

太字は固定パラメータ，**：p <0．01，*：p <0．05
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較すると（岡本他，2012），自宅から通える勤
務地の限界効用は1．324，出身県内については
1．155，また，2012年に実施した同様の調査の
うち，松山大学生のみ集計した結果と比較する
と（熊谷，2014），自宅から通える勤務地の限
界効用は1．198，出身県内については1．085と
いう結果であった．これらの結果を限界支払意
思額（MWTP）に換算すると，2010年調査の
自宅から通える勤務地の限界支払意思額は
2．64万円，出身県内の支払意思額は2．31万
円，2012年調査の自宅から通える勤務地の限
界支払意思額は2．87万円，出身県内の支払意

思額は2．60万円であり，10）今回の自宅から通え
る勤務地の限界支払意思額4．86万円，出身県
内の限界支払意思額3．13万円の方が高くなっ
た．これらの調査は設定した属性が今回の調査
とは異なるため単純な比較はできないが，前回
調査では「自宅から通える」と「出身県内」の

10）給与の限界効用は，2010年調査が0．501，2012年
調査は0．418であることから，自宅から通える勤務
地の限界支払意思額は2010年調査が1．324÷0．501＝
2．64（万円），2012年調査は1．155÷0．418＝2．31（万
円），出身県内の限界支払意思額は2010年調査が
1．198÷0．501＝2．87（万円），2012年調査は1．085÷
0．418＝2．60（万円）となる．

Random‐Nonrandom parameters in utility functions
Variable Coefficient S. E. t-value P-value

ASC3** 4．442 1．056 4．210 0．000
勤務地（県外＝0）
自宅から通える** 2．206 0．256 8．630 0．000
自宅から通える×4回生ダミー 0．335 0．577 0．580 0．562
県内** 1．487 0．204 7．280 0．000
県内×4回生ダミー －0．180 0．438 －0．410 0．680

企業規模（中堅企業＝0）
中小企業** 0．879 0．318 2．760 0．006
中小企業×4回生ダミー 0．108 0．730 0．150 0．882
大企業** 0．586 0．164 3．570 0．000
大企業×4回生ダミー 0．075 0．418 0．180 0．859

選考の過程（すべて対面＝0）
説明会のみオンライン* 0．284 0．138 2．060 0．040
説明会のみオンライン×4回生ダミー 0．627 0．368 1．700 0．089
最終面接のみ対面 0．194 0．200 0．970 0．333
最終面接のみ対面×4回生ダミー* 0．973 0．482 2．020 0．044
全てオンライン* 0．464 0．223 2．080 0．038
全てオンライン×4回生ダミー 1．026 0．535 1．920 0．055

給与（単位：万円）** 0．475 0．046 10．290 0．000
給与×4回生ダミー（単位：万円） －0．058 0．049 －1．180 0．237

Derived standard deviations of parameter distributions CV

ASC3** 1．597 0．466 3．420 0．001
自宅から通える** 1．057 0．200 5．290 0．000 0．479
大企業** 0．997 0．134 7．430 0．000 1．702
全てオンライン* 1．573 0．215 7．330 0．000 3．389
給与** 0．238 0．036 6．570 0．000 0．500

No. of Obs． 1741
Log likelihood －1090．56

表6 分析結果（4回生＝1）

太字は固定パラメータ，**：p <0．01，*：p <0．05
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学生の限界支払意思額の差は2千円～3千円程
度であるのに対して，今回調査では1万7千円
程度と大きくなっており，自宅から通える企業
に対する選好がより強い結果となった．加えて，
自宅から通える企業に対する選好は女性に強く
みられたことから，学生の中でもとりわけ女性
の地元志向の強さを示唆する結果となった．
次に，企業規模については，今回の推定結果

では中小企業に対する限界効用が最も高く
0．902，次いで大企業の限界効用0．599という
結果であった．前述と同様，企業規模について
も筆者等が2010年に実施した同様の調査では
（岡本他，2012），愛媛大学生の中堅企業に対す
る限界効用は－0．17，大企業に対する限界効用
は－0．426であった．11）また，2012年に実施し
た調査では（熊谷，2014），松山大学生の中堅
企業に対する限界効用は0．345，大企業に対す
る限界効用は0．562という結果であった．12）愛
媛大学生と松山大学生では企業規模の選好順序
は異なっているが，今回の調査と岡本他（2012）
では，愛媛大学生については共に中小企業を最
も選好する結果となっており，中小企業に対す
る選好は変化していない一方，大企業に対する
選好が強くなっている．
企業規模については性別による有意な差異は

みられなかったが，中小企業の男性ダミーの限
界効用が－0．939，P値が0．052である点に注
目すれば，中小企業を選好するのは男性よりも
女性である可能性がある．本稿の調査対象者の
59．9％が愛媛県出身者であることと，愛媛県内
企業の企業規模を考慮に入れると，自宅から通

える範囲内の企業を選択する場合，選択肢の中
には中小企業が大半を占めており，このことが
女性の勤務地および企業規模に対する選好に影
響を与えている可能性がある．
選考の過程については，対面形式よりもオン

ラインを取り入れた選考を好む傾向にあり，全
ての選考をオンラインで行うことに対する選好
が最も高い結果となった．また，オンライン選
考については性別による差がみられ，男性より
も女性の方が有意にオンライン選考をを好む
傾向にあった．この点については，性別による
競争やリスクに対する選好の差が関係している
可能性がある．最近の研究において，女性の方
が男性よりもリスク回避的であることが示され
ている（Croson and Gneezy2009）．13）また，男性
は女性よりも競争的であるという研究も報告
されており（Gneezy et al.2003，Niederle and
Vesterlund2007），コロナ禍における感染リス
クに対する態度が影響している可能性がある．
すなわち，女性は男性と比較して感染のリスク
を回避しようと考え，感染リスクの高い対面で
の選考よりも，一部もしくは全てオンライン選
考を取り入れた企業を選好する可能性が考えら
れる．
さらに，学年による差として，4回生は最終

面接については対面形式を選好する結果となっ
たが，これについては，実際の就職活動を経験
して自身のキャリアを選択する上で，すべての
選考がオンライン形式で行われるより，一部は
対面形式での選考が行われるべきであり，中で
も最終選考については対面形式で，相手に自身
の意思を直接伝えたいという気持ちの表れでは
ないかと考える．
選考の多様性については，固定パラメータと

して推定された勤務地が出身県内にあることや
企業規模が中小企業であることついてはその考
え方に偏りはないが，勤務地が自宅から通える

11）岡本他（2012）では，松山大学生の中堅企業に対
する限界効用は0．234，大企業に対する限界効用は
0．426と推定している．一方，愛媛大学生に1を割り
当てた愛大ダミー変数の限界効用は，中堅企業が－
0．404，大企業が－0．852であり，愛媛大学生の中堅
企業の限界効用は－0．17（＝0．234－0．404），大企業
の限界効用は－0．426（＝0．426－0．852）と推定して
いる．

12）岡本他（2012），熊谷（2014）では，企業規模の限
界効用は中小企業をゼロとしたときの中堅企業，も
しくは大企業に対する限界効用を算出している．

13）リスク選好については，MPL（Multiple Price List）
法等を用いて個人のリスク態度を推定する手法が一
般的である（Holt and Laury，2009）．
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ことや大企業であること，さらには選考が全て
オンラインで行われることについては，その考
え方には個人間に偏りがある．すなわち，勤務
地が自宅から通えることを企業選択の際に最も
重視する個人がいる一方，可能であれば自宅か
ら通える勤務地を希望する個人もいる可能性が
あり，その水準を重要視する度合いには個人間
で偏りがあると考えられる．

3．お わ り に

本稿は，愛媛大学社会共創学部生および法文
学部生を対象に，オンライン化に伴う学生の企
業選択に関する意識調査を行い，企業選択の際
に重視する項目を選択型実験で明らかにした．
その結果，勤務地を最も重視し，とりわけ自宅
から通える企業に対する限界効用の値が最も高
い結果となった．自宅から通える勤務地の限界
支払意思額は，筆者等が前回実施した結果より
も高くなり，あらためて学生の地元志向を示す
結果となった．また，勤務地については性別に
よる差がみられ，男性よりも女性の方が自宅か
ら通える，もしくは出身県内の勤務地を選好す
ることが明らかとなった．
企業規模については，大企業よりも中小企業

を選好する結果となった．また，今回の推定結
果では企業規模の性別による有意差はみられな
かったが，推定結果の P値から，男性の中小
企業に対する限界効用は女性よりも小さい可能
性があり，この点は今後の研究課題である．
選考の過程については，選考のオンライン化

を重視する結果となり，全てオンライン選考を
行う企業の限界効用が高い結果となった．選考
の過程については，性別による差がみられ，男
性よりも女性の方が選考のオンライン化を重視
する傾向がみられたが，この点についてはリス
ク選好や競争に対する選好に対する性別の差が
関連している可能性がある．
リスク選好や競争に対する選好という観点に

立てば，女性は男性よりもリスク回避的な傾向

があり，それが勤務地，企業規模，選考の過程
に影響している可能性がある．すなわち，リス
ク回避の傾向が強ければ，県外で働くという，
新たな環境でキャリアを形成することをリスク
と捉え，規模の大きな企業内で新たに職場関係
を築くことに不安を感じたり，コロナ禍におけ
る対面形式の選考による感染リスクを回避し，
その結果，オンライン選考で自宅から通える中
小企業を選択したいと考える可能性がある．
企業選択について重視する項目については，

今回の調査で設定した属性以外にも重要な項目
があると考えられ，今後，それらの属性の組み
合わせた研究を行う必要がある．
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